
- 1 - 
 

 

 

（令和８年７月現在） 

 

さいたま市小児慢性特定疾病医療給付制度について 
 

 

 

さいたま市では、児童福祉法に基づき国が指定した小児の慢性疾病（小児慢性特定疾病）につい

て医療給付を行っています。 

   この制度は、ご家族の方の医療費の負担を軽減するとともに、小児慢性特定疾病に関する医療の

確立、普及を図る上で大切なもので、さいたま市が国の補助を受けて実施しています。 

 この制度を利用いただくには、患者さんの保護者の方からの申請が必要になります。 

申請内容が承認された場合、有効期間の開始は原則、医療給付の申請を受付した日から
となります。ただし、申請者が希望する場合は、医療意見書の診断年月日まで遡ることができます。

なお、保健所又は保健センターが申請を受け付けた日（電子申請の場合は申込をされた日）からの

遡りは原則１か月前までの範囲内、医療意見書の作成に時間を要した等やむを得ない理由があると

きは最長３か月前までの範囲内となりますので、速やかな申請をおすすめします。 

 

 

１．対象者について 

 次の項目をすべて満たす方が対象となります。 

１ 小児慢性特定疾病にかかっている方 

２ さいたま市内に申請者または受診者の住民登録がある方 

３ 対象年齢である方：新規申請は１８歳未満（誕生日の前日）まで、その後も治療が必要な場合は 

20 歳未満まで。※申請日時点で 18 歳以上であっても、医療費支給開始の遡りにより支給開始日が 18 歳未

満となることが見込まれる場合は、遡って支給認定をすることができます。 

詳しくは保健所 健康支援課までお問い合わせください。 

 

ただし、他の医療給付制度（養育医療給付制度、育成医療給付制度、指定難病医療給付制度 等） 

 で給付を受けている方は、小児慢性特定疾病医療給付制度を重複して利用することはできません。 
 
※小児慢性特定疾病医療給付制度は、「子育て支援医療費助成制度」や「心身障害者医療費助成制度」

との併用が可能です。 

※併用した場合は、原則として小児慢性特定疾病医療給付制度が優先されます。 

※小児慢性特定疾病の制度を利用して支払った自己負担上限月額の範囲内の金額は、お住まいの区役

所の保険年金課に請求を行うことで子育て支援医療制度に基づく還付を受けることができます。 

 

２．対象疾病について 
 小児慢性特定疾病の対象疾病は、慢性的な疾病で長期に治療を必要とする疾病のうち、国が定めた疾

病（８０１疾病）を 1６の疾病群に分類して給付を行います。（２ページ表１参照） 

 全ての疾病には認定基準が定められており、審査の結果、該当しないと判断された場合は給付対象に

なりません。 
 

《 注 意 》 

  申請をする前に、対象疾病であるか、認定基準に該当するかを、 

主治医にご相談ください。 

対象疾病及び認定基準については、小児慢性特定疾病情報センターの 

ホームページ（https://www.shouman.jp/）にて確認してください。  
 ※対象疾病の例示は、2 ページ（表１）のとおりです。 

  

 

 対象疾病として認定された場合は、入院、通院ともに給付対象になります。 

小児慢性特定疾病 

情 報 セ ン タ ー H P 
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【対象疾病の例示】                              （表 １） 

対 象 疾 患 群 疾 病 の 例 示 

０１ 悪性新生物 白血病、悪性リンパ腫、神経膠腫、松果体腫 等 

０２ 慢性腎疾患 ネフローゼ症候群、慢性糸球体腎炎、ⅠgA 腎症、水腎症、紫斑病性腎炎 等 

０３ 慢性呼吸器疾患 気管支喘息、慢性肺疾患 等 

０４ 慢性心疾患 心室中隔欠損症、心房中隔欠損症、完全大血管転位症、ファロー四徴症 等 

０５ 内分泌疾患 甲状腺機能亢進症、先天性甲状腺機能低下症、成長ホルモン分泌不全性低身長症 等 

０６ 膠 原 病 若年性関節リウマチ、（川崎病性）冠動脈病変、全身性エリテマトーデス 等 

０７ 糖 尿 病 １型糖尿病（若年型糖尿病）、2 型糖尿病（成人型糖尿病） 等 

０８ 先天性代謝異常 ムコ多糖症、フェニルケトン尿症(高フェニルアラニン血症)、ウィルソン病 等 

０９ 血液疾患 血友病 A、血友病 B、遺伝性球状赤血球症、血小板減少性紫斑病 等 

１０ 免疫疾患 細網異形成症、高 IgE 症候群、好酸球増加症 等 

１１ 神経・筋疾患 点頭てんかん（ウエスト症候群）、もやもや病、福山型先天性筋ジストロフィー 等 

１２ 慢性消化器疾患 先天性胆道拡張症、胆道閉鎖症、肝硬変、潰瘍性大腸炎、クローン病 等 

１３ 染色体又は遺伝子に 

変化を伴う症候群 
ソトス症候群、18 トリソミー症候群、ダウン症候群 等 

１４ 皮膚疾患 膿疱性乾癬(汎発型)、レックリングハウゼン病（神経線維腫症Ⅰ型） 等 

１５ 骨系統疾患 胸郭不全症候群、偽性軟骨無形成症、骨形成不全症、骨硬化性疾患 等 

１６ 脈管系疾患 青色ゴムまり様母斑症候群、巨大静脈奇形、巨大動静脈奇形 等 

 

 

 

３．医療給付の範囲について 
 保険診療による自己負担分（３割負担の場合、支給認定を受けると２割負担となります。）が医療給

付の対象となりますが、支給認定基準世帯員の市町村民税所得割額等に応じ、「自己負担上限月額」（３

ページ表２のとおり）を決定します。１ヶ月ごとに自己負担上限月額の範囲内までは医療費をお支払い

いただきます。 

 

○医療費の給付範囲 

 小児慢性特定疾病による給付額は、保険診療による自己負担分の範囲内で、１ヶ月につき、高額療養

費制度の「自己負担上限額※」から小児慢性特定疾病医療給付制度の「自己負担上限月額」を差引いた

額、又は３割負担の場合の１割分となります。 

※ この金額を超えて支払った医療費については、加入されている健康保険から支払われます（高額 

療養費制度）。申請方法等は健康保険により異なりますので、加入健康保険組合等へお問い合わせ 

のうえ申請してください。 

 

〇医療費以外で給付対象となるものは次のとおりです。 

入院時食事療養費の標準負担額分の１／２を給付 

 

※次にあげるものは、給付の対象になりませんのでご注意ください。 

 ×入院時の差額べッド代および差額食事代   ×治療用装具 
 ×医療意見書等の文書料           ×保険外診療にかかる費用 
 ×承認された小児慢性特定疾病以外の病気で治療を受けた場合の医療費 
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【自己負担上限月額について】                                （表 ２） 

1 月当たり支払う自己負担上限月額は、市町村民税所得割額等により次のいずれかの階層区分に決定されます。 
 

（単位：円） 

階層区分 階層区分の基準 

患者負担割合：２割 

自己負担上限月額（外来+入院+薬代） 

一般 

重症 

または 

高額かつ長期に 

該当※１ 

 

人工呼吸器等 

装着者※２ 

生活保護（Ａ） ― 0 0 0 

低所得Ⅰ（Ｂ１） 
市町村民税 

非課税 

（世帯） 

収入 

～82 万 6 千 5 百円 
1,250 1,250 

500 

低所得Ⅱ（Ｂ２） 

収入 

82 万 6 千 5 百円 

超～ 

2,500 2,500 

一般所得Ⅰ（Ｃ１） 市町村民税所得割 7.1 万円未満 5,000 2,500 

一般所得Ⅱ（Ｃ２） 
市町村民税所得割 7.1 万円以上 

25.1 万円未満 
10,000 5,000 

上位所得（Ｄ） 市町村民税所得割 25.1 万円以上 15,000 10,000 

血友病患者（受給者証の階層区分には「＠」と記載）の方は、自己負担は生じません。 

備考 
１．「市町村民税が非課税の場合」とは、当該年度（7 月１日から翌年の 6 月 30 日をいう。）において 
市町村民税が課税されていない（地方税法第 323 条により免除されている場合を含む。）場合をいう。 

２．災害等により、前年度と当該年度との所得に著しい変動があった場合には、その状況等を勘案して 
実情に即した弾力性のある取り扱いを行う。 

３．同一生計内に 2 人以上の指定難病・小児慢性特定疾病医療給付対象患者がいる場合は、「世帯内の 
 対象患者の中で最も高い自己負担上限月額」が世帯全体の自己負担上限月額になるように、各患者の 
 自己負担限度額を設定する。 
４．政令指定都市にて市町村民税が課税されている方（所得割の税率が 8％の方）については、税率を 

6％として換算した税額を適用する。 
※１ ①高額な医療費が長期的に継続する場合（支給認定以降の医療費総額（10 割）が、ひと月あたり 

5 万円を超える月が年間 6 回以上ある場合）、②重症患者基準を満たす場合、のいずれかに該当。 
※２ 人工呼吸器等装着者認定基準を満たす場合 

 

【医療機関の窓口での支払額例】 
 

＜ 複数の医療機関で受診した場合 ＞ 
 

医療受給者証と自己負担上限月額管理票を窓口で提示することにより、自己負担上限月額を超える医

療費が発生した場合、又は３割負担の場合の１割分については、本制度が負担します。 

受給者証がお手元に届く前に、自己負担上限月額を超える負担が発生した場合、又は３割支払った場

合については、療養費申請書にて、返還の申請をしてください。 

 
（例）同一の月における異なる医療機関で入通院し、薬局を利用した場合 

（自己負担上限月額：一般所得Ⅱ 10,000 円の場合） 

 

 

医  療  費 5,000 円     医  療  費 15,000 円         医  療  費 5,000 円 

窓口支払額 5,000 円     窓口支払額  5,000 円         窓口支払額   0 円 

 

窓口支払額（月額合計）：10,000 円 

 

 

 

 

A 病院 
入院（２日間） 

B 病院 
外来（６日間） 

上記の場合、Ｂ病院に受診した段階で自己負担上限月額を超えたため、窓口での支払いは

合計 10,000 円までとなります。自己負担上限月額を超えた部分については本制度が負担し

ます。 

C 薬局 
処方（1 回） 
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４．申請方法について 

対象者と考えられる患者さんの保護者の方は、保健所、保健センター又は市のホームページで書類を

入手いただき、必要書類をそろえて速やかに保健所又はお近くの保健センターに提出、又は電子申請に

て申込してください。 

 

【申請に必要な書類】 

マイナン

バーの 

確認に必

要な書類 

1 

申請者（被保険者）、又は代理人（委任状必要）の身元確認ができる書類 

※官公署が発行した氏名・生年月日・住所が記載されているもの（下記ア、イのいずれか） 
ア 顔写真付のもの…1 つ 【例】マイナンバーカード、運転免許証、パスポート等 

イ 顔写真の付いていないもの…２つ以上  

【例】健康保険資格確認書、子育て支援医療費受給資格証、児童扶養手当証書等 

2 

対象者、申請者（被保険者）及び支給認定基準世帯員の個人番号（マイナンバー）が確認

できるもの 

【例】マイナンバーカード、通知カード（記載された住所・氏名等が現在の住所・氏名等 

と一致しているものに限る）、住民票（個人番号が記載されたもの）等 

※「個人番号通知書」は身元確認、番号確認には利用できません 

 

 

全員が 

提出する 

書類 

 

 

3 
小児慢性特定疾病医療費支給認定申請書（様式第１号の１） 

※控えが必要な場合は、ご自身で申請書のコピーをお取りください。 

4 

小児慢性特定疾病医療意見書（申請日の３ヵ月以内に指定医により作成されたもの） 

さいたま市が指定している小児慢性特定疾病指定医は、さいたま市小児慢性特定疾病医

療給付制度ホームページで確認できます。 

他の自治体にて指定された指定医が作成したものでも申請ができます。 

様式は、小児慢性特定疾病情報センターのホームページ 

（https://www.shouman.jp/）からダウンロードできます ☞ 

5 

患者本人の健康保険の資格情報が確認できるもの 

以下のAまたはBの方法で確認いたします。※郵送または電子申請の場合はAのみ 

A. 資格情報が確認できる書類（下記のいずれか１点の写し）の提出 

・医療保険の資格情報（マイナポータルよりPDF形式でダウンロードし印刷したもの） 

・資格確認書（有効期間内のもの） ・資格情報のお知らせ 

B. 窓口申請時にマイナポータル画面の資格情報を職員に提示 

※国民健康保険および国民健康保険組合の方は、加入されているご家族全員分の資格情報

が確認できるものをご提出またはご提示ください。 

※生活保護受給中の方で健康保険に加入していない方は、提出の必要はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

該当する

方のみ 

提出する

書類 

   

 

 

 

 

６ 医療意見書の研究等への利用についての同意書（様式第１号の２） 

７ 委任状（申請者以外の代理人が申請する場合） ※「申請者」については５ページ参照 

８ 

市町村民税非課税者に関する収入状況申告書（様式第２号） 

対象年度の市町村民税が非課税の方は記入の上ご提出ください。 

添付書類：遺族年金、障害年金、特別児童扶養手当等の振込通知書等のコピー 

市町村民税非課税世帯の方で、対象の年金・手当等を受給中の場合、 

対象年（１～６月に申請の場合：前々年分、７月～１２月に申請の場合：前年分）の 

収入額がわかる書類の写しをご提出ください。 

○対象となる年金・手当等 

・遺族年金 ・障害年金 ・寡婦年金 ・特別児童扶養手当 ・特別障害者手当 

・障害児福祉手当（福祉手当） ・労災等による障害補償給付・障害給付 

※対象年の総収入額が82万6千5百円を超える方は、添付書類の提出は不要です。 

 

小児慢性特定疾病 
情報センターHP 
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【申請者について】 
小児慢性特定疾病に関する手続きの際の「申請者」とは、下記を指します。 

・受診者が 18 歳未満の場合 

 ⇒原則、受診者が加入している健康保険の被保険者 

（国民健康保険または国民健康保険組合に加入の場合は、同一保険の世帯内で収入が一番多い方） 

・受診者が 18 歳以上の場合 

 ⇒受診者本人 

※上記申請者以外が窓口にてお手続きをされる場合、「７．委任状」が必要です。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当する

方のみ 

提出する

書類 

 

９ 

重症患者認定申告書（様式第３号の１） ※重症患者認定基準に該当する方 

◎重症認定基準に該当する方は、重症患者認定申告書の申請をし、承認されると、「重

症または高額かつ長期に医療費を支払（P.3 表 2 を参照）」の自己負担額が適用されま

す。 

重症患者認定基準は、保健所（保健センター）又はさいたま市のホームページでご確

認ください。 

添付書類：障害者手帳の写し（お持ちの方） 

《注意！》 

１）重症患者認定を受けようとする方は、医師に基準に該当する事項を医療意見書（｢現

状評価｣の欄等）に記載いただいてください。 

２）既に小児慢性特定疾病医療給付制度を受給している方で、後に重症に該当する症状

になった場合は、改めて申請書、医療意見書等の書類を揃えて申請していただく必

要があります。その場合の重症認定は、申請を行った翌月（申請した日が月の初日

であれば当月）から適用となります。 

10 

人工呼吸器等装着者証明書（様式第４号）（医師により作成されたもの） 

常時、「人工呼吸器」又は「体外式補助人工心臓（ペースメーカーではありません）」

を装着している方が対象です。所定の様式による証明が必要です。 

11 

ご家族の「小児慢性特定疾病医療受給者証」または「指定難病医療受給者証」の写し 

患者と同じ健康保険に加入している受給者がご家族にいる方、又は患者本人が指定難病

医療給付を受給している（小児慢性特定疾病医療給付と同一疾病でない）方は提出

してください。 

12 

特定疾病療養受療証の写し 

血友病 A・B に該当する方（※現在お持ちでない方は加入する健康保険の保険者に申請

してください） 

13 
生活保護受給証明書 

生活保護を受給中の方 

14 

さいたま市外に居住している申請者または受診者の住所がわかる公的書類の写し 

【例】住民票の写し、マイナンバーカード、運転免許証等 

申請者または受診者がさいたま市民ではない方 

【よくある例】 

受診者本人（18 歳未満）の申請を、父親（受診者本人の加入する健康保険の被保険者）の代理で

母親が手続きする場合 ⇒委任状が必要となります。 
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５．医療給付の承認までの流れについて 
 申請書類の審査は、提出された医療意見書に基づき、毎月１回専門の医師の意見を聴取した上で行っ

ています。申請から審査結果を通知するまでにはおよそ１～２ヶ月程かかります。審査の結果承認され

た方には、「受給者証」を交付いたします。(承認されなかった方へも文書で通知します。) 

 承認された方は、受給者証の「認定期間」欄に記載されている期間内に医療給付を受けることができ

ます。 

 認定期間終了後も継続して治療が必要なときは、医療受給者証の認定期間内に、継続の手続きを行っ

てください。継続の申請期間は、通知等で別途お知らせします。 

 

【受給者証交付までの流れ】 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

６．医療受給者証の提示について 
 指定医療機関の指定を受けた保険医療機関において、承認された疾病の保険診療を受けるときは、受

給者証を自己負担上限月額管理票とともに受付窓口に提示してください。提示することにより、承認さ

れた疾病にかかる保険診療が、３割負担の場合は２割、又は自己負担上限月額までを窓口で支払うこと

によって受けられるようになります。 
 
※指定医療機関（受給者証が使用できる医療機関）であるかの確認は、直接医療機関又はさいたま市保健所健康支援課へ

お問い合わせいただくか、さいたま市ホームページをご覧ください。 

 

７.登録者証について 
小児慢性特定疾病にかかっている児童等が小児慢性特定疾病にかかっている事実等を証明すること

で、地域における自立した日常生活の支援のための施策を円滑に利用できるようにするものです。 

 

８．氏名･住所･健康保険等に変更があった場合 
 氏名、住所、加入している健康保険等に変更があったときは、すみやかに保健所（又は保健センター）

に「小児慢性特定疾病医療受給者証等記載事項変更申請書兼変更届」（様式第９号）を提出するか、電

子申請にて変更の申込をしてください。 

 なお、氏名及び住所が変更になったときは、変更内容が確認できる書類（住民票等）が必要です。 

 

９．受給資格がなくなった場合 
受給者証の認定期間内に市外へ転出した場合、転出先の都道府県(または政令市等)で新たに医療給付

の申請をする必要があります。 

ただし、他の都道府県等では制度の内容が異なる場合がありますので、転出先の都道府県等にご確認

ください。 

また、治癒、死亡等で受給の資格がなくなったときや、市外へ転出したときは、すみやかに受給者証

を保健所又は保健センターに返還してください。 

 

 

 

 

①申請書類一式を保健所や保健センターで受け取る or ホームページからダウンロードして印刷 

②医療機関で小児慢性特定疾病指定医に対象疾病の医療意見書の記載を依頼 

③医療意見書完成後、申請書類一式を保健所または区役所保健センターに提出 

④認定に係る審査会（月１回）で審査委員（医師等）から意見を聴取し審査 

⑤保健所から申請者あてに受給者証を交付 

③から⑤まで 

約１～２ヶ月 
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１０．療養費申請の方法について 
 認定期間の開始日以降、受給者証交付前や受給者証を提示せずに医療機関の窓口にて３割支払った場

合、又は自己負担上限月額以上を支払った場合、以下の書類を保健所（保健センター）に提出すること

により、療養費の支給を受けることができます。 

 ※市では、療養費申請書の内容を審査して公費負担する金額を決定し、約２か月から３か月後に請求

者が指定した金融機関口座に振り込みます。 

 

 

１１．そ の 他 
 

（１）市町村民税が非課税の世帯の方等は、入院時食事療養費の標準負担額の減額が受けられますの

で、加入されている健康保険組合等に対して、減額認定証の申請を行ってください。 

 

（２）血友病、腎臓の人工透析等、長期にわたり高額な医療費のかかる病気にかかった方については、

保険診療の自己負担額が 1 万円※までとなりますので、加入する健康保険に対して、特定疾病療養

受療証の申請を行ってください。 
  ※ただし、人工透析を要する上位所得者は 2 万円までの負担となります。  
 

（３）支給認定開始日以降、高額な医療費が長期的に継続する（「高額かつ長期（※）」に該当する）

場合、自己負担上限月額階層区分が一般所得Ⅰ、一般所得Ⅱ及び上位所得の方について、自己負

担上限月額が低減されます（３ページ表２）。次の【高額かつ長期とは】に記載されている条件に

該当することとなった場合は、別途自己負担上限月額変更の申請をしてください。申請した日の

翌月１日（申請した日が月の初日の場合は当月）から新しい自己負担上限月額が適用となります。 

  

【※高額かつ長期とは】 

小児慢性特定疾病医療の支給認定開始日以降、認定された疾患に係る月ごとの医療費総額が 

５万円（保険負担割合が２割の場合、１万円）を超える月が、高額かつ長期として申請する月

以前の１２ヶ月以内に６回以上ある場合。 

※申請の際に、医療費総額が確認できる書類（自己負担上限月額管理票のコピー又は領収書のコ

ピー等）が６ヶ月分必要となります。 

 

（４）小児慢性特定疾病医療給付制度の申請は、さいたま市保健所及び各区保健センター、電子申請

にて受け付けています。各種申請は、『さいたま市電子申請・届出サービス』より申込できます。 

 
新規申請            変更届            変更申請   

（氏名、住所、保険等）    （高額かつ長期、重症、人工呼吸等） 

 

 

 

 

 

 

 

【申請に必要な書類】 
（1）小児慢性特定疾病療養費支給申請書（様式第１８号） 

（2）小児慢性特定疾病療養証明書（様式第１９号）（受診した医療機関等に療養証明書を記入してもらう） 

（3）受診した医療機関等で発行された領収書（原本を持参してください。ご希望があれば窓口でお返ししま

す。） 

（4）振込口座の通帳等の写し 

（5）小児慢性特定疾病医療受給者証の写し 

（6）来所者の身元確認書類（申請者保護者以外が来所される場合、委任状も必要） 
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問い合わせ先・受付窓口一覧（受付時間 8 時 30 分～17 時 15 分 ※土、日、祝、年末年始を除く） 

 
 
 
 
 

 
あ 

 

 さいたま市保健所 健康支援課 

 

〒338-0013 

さいたま市中央区鈴谷 7 丁目 5 番 12 号 

TEL 048-840-2219 

FAX 048-840-2229 

① 西区役所保健センター 

 
さいたま市西区役所１F 

西区西大宮３丁目４番２号 

TEL 620-2700 FAX 620-2769 

④ 見沼区役所保健センター 

 
さいたま市見沼区役所１F   

見沼区堀崎町 12 番地 36 

TEL 681-6100 FAX 681-6169 

② 北区役所保健センター 

 
プラザノース３F  

北区宮原町１丁目 852 番地 1 

TEL 669-6100 FAX 669-6169 

③ 大宮区役所保健センター 

 
さいたま市大宮区役所４F  

大宮区吉敷町１丁目１２４番地１  
TEL 646-3100 FAX 646-3169 

⑥ 桜区役所保健センター 

 
プラザウエスト３F  

桜区道場 4 丁目 3 番 1 号 

TEL 856-6200 FAX 856-6279 

⑧ 南区役所保健センター 

 
サウスピア７F  

南区別所 7 丁目 20 番 1 号 

TEL 844-7200 FAX 844-7279 

⑤ 中央区役所保健センター 

  
さいたま市中央区役所別館 1F 

中央区下落合 5 丁目 7 番 10 号 

TEL 840-6111 FAX 840-6115 

⑦ 浦和区役所保健センター 

北
浦
和
駅

中
浦
和
駅

南
与
野
駅

浦
和
駅

浦和区役所

保健センター

ときわ

会館

埼大附属小

TV埼玉

市役所北口

市役所

浦和区役所

市役所

南口

県民健康

センター

市役所前

浦和

警察署

別所沼公園

北浦和公園

志木街道

県庁

埼
京
線

新
大
宮
バ
イ
パ
ス

西
口

西
口

京
浜
東
北

国
道
17
号

中
山
道

 
浦和区常盤 6 丁目 4 番 18 号 

TEL 824-3971 FAX 825-7405 

⑩ 岩槻区役所保健センター 

 
ワッツ東館４F 

岩槻区本町 3 丁目 2 番 5 号 

TEL 790-0222 FAX 790-0259 

⑨ 緑区役所保健センター 

浦
和
駅

国道463号（バイパス）

国道463号

緑区役所

保健センター

緑区役所

入口

プラザイースト

ほけんの窓口

緑区役所入口ガソリンスタンド

原山市民プール

駒場スタジアム

産
業
道
路

第
二
産
業
道
路

 
さいたま市緑区役所３F   

緑区大字中尾 975 番地 1 

TEL 712-1200 FAX 712-1279 


